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北広島団地の再生に向けた取り組み

北海道北広島市 令和元年6月28日

説明内容

• 北広島市の概要

• 北広島市の人口・世帯数等

• 北広島団地地区の概要

• 北広島団地地区の課題

• 総合戦略に基づく取組

• 北広島団地地区に係るその他の

取組

• おわりに 1▲エルフィンパーク
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北広島市は、札幌市と新千歳空港の中間に位置し、緑に囲まれたゆとりある土地空間と優れた交通網な
ど自然と都市機能が調和したまちで、札幌圏のベッドタウンとして成長してきた。

古くから北海道における交通の要衝で札幌農学校（現在の北海道大学）の初代教頭クラーク博士が
「Boys,be ambitious（青年よ大志をいだけ）」の名言を残したゆかりの地。

また、長きにわたり不可能とされていた道南より北での稲作に成功した「寒地稲作発祥の地」と知られ、
北海道米のルーツも北広島市にある。

北広島市の位置

人口：58,467人

（令和元年5月31日現在）

世帯数：27,690世帯

（令和元年5月31日現在）

面積：119.05km2

北広島市の概要

北広島団地地区北広島団地地区

東部地区東部地区西の里地区西の里地区

大曲地区大曲地区

西部地区西部地区
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高速道路のICに近く、大消費地の札幌や物流拠点の新千歳空港や苫小牧港、小樽港へも短時間で移動で
きることから、5か所の工業団地を中心に約300社の事業所が操業している。平成26年3月に完成した市内
で5か所目となる輪厚工業団地は、交通アクセスの優位性を活かし、現在順調に分譲が進んでいる。
（分譲率約95％）

札幌市に隣接する大曲地区では、大型商業施設の立地が相次いでおり、年間1,000万人を超える方々が
国内外から訪れている。

よつ葉乳業 札幌工場

北海道新聞札幌工場

朝日新聞・日刊スポーツ印刷工場

毎日新聞北海道センター

読売新聞大曲工場

中北薬品

加藤産業

ヤクハン製薬

センコー

彩香

ユニシス

石屋製菓

主な立地企業

（出所：地図データ 北広島市土地開発公社HP)

石屋製菓

平成22年に開業した大型アウトレット
パーク。約180店舗が設置されており、
市内外をはじめ、新千歳空港へ向か
う外国人観光客にも多く利用されてい
る。

三井アウトレットパーク札幌北広島

平成20年に開業した複合大型ショッ
ピングセンター。スーパー、家電量販
店、ホームセンターなど主要テナント
のほか、専門店街モールを併設。

インターヴィレッジ大曲

元プリンスホテルで、平成20年から㈱
アンビックスが運営。宿泊、温泉のほ
か、ゴルフ、フィットネス、スノーパーク
などが楽しめる。

三井アウトレットパーク札幌北広島

インターヴィレッジ大曲

ジョイフルエーケー大曲店

主な商業施設

札幌北広島クラッセホテル

3

北広島市の概要

北海道日本ハムファイターズボール
パーク

平成30年10月31日に北海道日本ハ
ムファイターズボールパークの建設が
「きたひろしま総合運動公園予定地」
に決定。2023年の開業に向けて関係
機関と連携した取組を推進する。

（出所：㈱北海道ボールパークHP）
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市の人口は北広島団地の造成が始まった昭和45年頃（約9,000人）から急増したが、平成19年
（61,199人）をピークに減少が続いている。

昭和50年の国勢調査では、昭和45年調査と比べ、人口増加率が2.28倍と全国2位の伸び率を記録。北広
島団地の造成が純農村から都市へとまちの姿が一新する契機となる。

近年は、緩やかな人口減少が進んでいるが、様々な定住促進への取組により、転入が転出を上回る社会
増となっている。

北広島市の人口・世帯数の推移

(人)

（国勢調査）
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北広島市の人口・世帯数等
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世帯数

●S43年町制施行

●S45年道営北広島団地着工

●H8年市制施行

●H28年市制施行20年

●S59年開基100年

●H4年人口5万人突破

北広島市の市街地は、JR北広島駅に近い「北広島団地地区」及び「東部地区」、札幌市厚別区に隣接す
る「西の里地区」、札幌市清田区に隣接する「大曲地区」、恵庭市に隣接する「西部地区」の５つの地区
に分かれてる。

北広島団地地区は、市内で最も少子高齢化と人口減少が進んでおり、団地地区の活性化がまちの課題と
なっている。人口は、平成6年にピークを迎え、24年間で約4,500人減少している。北広島団地地区を除
く4地区の人口は、概ね横ばいで推移している。北広島団地地区の減少を他の4地区でカバーしている。

市内各地区の人口の推移
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北広島団地地区

大曲地区
東部地区

西の里地区
西部地区

(人)

●H6年北広島団地人口ピーク（19,779人）

●H30年北広島団地人口（15,184人）
24年で約▲4,500人

北広島市の人口・世帯数等

●S45年道営北広島団地着工
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少子高齢化の進展により、市全体の高齢化率が上昇している。平成31年3月時点の高齢化率は31.6％で
あり、平成11年の13.5％から20年で約18％高くなっている。

特に北広島団地地区の高齢化が顕著であり、平成31年3月末時点の高齢化率は45.7％で、市全体の
31.6％を大きく上回っている。

市内各地区の高齢化率の推移
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（住民基本台帳）

北広島市の人口・世帯数等
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北広島団地地区
JR北広島駅JR北広島駅

UR団地UR団地

道営団地道営団地

UR団地UR団地

道営団地道営団地

広葉中学校広葉中学校

双葉小学校双葉小学校
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北広島団地は、札幌圏の住宅需要に対応するとともに、当時の広島町のまちづくりの核となる住宅団地
として、北海道により昭和45年に造成が開始される。

小学校の学校区ごとに、第１住区から第４住区の４つの住区からなり、各住区の利用しやすい位置に近
隣商業地域を指定し、商業施設やコミュニティ施設等が配置された。

北広島団地は、集合住宅を少なく配置し、庭つきの住宅用地が多くとられ、低密度の住宅団地として計
画される。また住宅地内への車両の流入を制限する計画となっている。

事業主体 北海道

区域面積 約440ha

収容人数 27,000人（当初計画31,000人）

事業年度 昭和45年度～平成2年度

北広島団地地区の概要
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区分 面積 利用率

宅
地

住宅用地 175.9ha 39.9％

（個別住宅） （131.3ha） （29.8％）

（集合住宅） （44.6ha） （10.1％）

公益施設用地 48.5ha 11.0％

小計 224.4ha 50.9％

公
共
用
地

道路用地 78.5ha 17.8％

公園緑地 138.0ha 31.3％

小計 216.5ha 49.1％

計 440.9ha 100.0％

JR北広島駅JR北広島駅

（出所：地図データ 北広島市都市計画図)

第1住区第1住区

第2住区第2住区第4住区第4住区

第3住区第3住区

第1種低層住居専用地域
（建ぺい率40％、容積率50％）

北広島団地地区の概要（特徴）

▲緑に囲まれた住宅団地、広々した街路も特
徴

▲団地内を一周（5km）する歩行者・自転車
専用道路

▲団地内には、総合公園１箇所、近隣公
園3箇所、街区公園21箇所

▲宅地は平均100坪、ゆとりある住環境

9

5



北広島団地地区の概要（特徴）

10

▲住宅地への車両の出入りを制限するため
に設けられた集中駐車場（通称：車庫通）

（出所：住宅団地の開発－真駒内・大麻・北広島団地開発の記録
（北海道住宅都市部））

北広島団地地区の課題

11

• 少子高齢化の進展、人口減少

• 商業施設の縮小・撤退

• 公共交通（バス路線）の縮小

• 地域コミュニティ

の維持

• 空き家の問題

• JR北広島駅前の

魅力創出 など

▲幹線街路（中央通）幅員32ｍ

6



北広島市まち・ひと・しごと
創生総合戦略（抜粋）

北広島団地は、まちづくりの核
となる住宅団地として、昭和45
年に造成が開始され、これまでま
ちの発展をけん引する地区して成
長してきましたが、近年は少子高
齢化の影響から、市内で最も高齢
化率が高く、人口減少が進む地区
となっています。

北広島団地への新しい人の流れ
をつくり、再びまちの発展をけん
引する地区として成長することを
目指し、団地活性化につながる施
策を重点的かつ戦略的に取り組み
ます。

12

総合戦略に基づく取組

北広島団地フェニックスプロジェクト

小中一貫教育推進事業

住宅施策

空き家流動化促進事業

（※１）

団地地区における若い世代の人口割合を高める
【18％（H26）→20％以上（H32）】

住み替え支援事業

子育て世代マイホーム

購入サポート事業

（交付対象外）

教育施策

北広島団地イメージ

アップ事業

立地適正化計画

策定事業

まちづくり施策

公共交通網形成

計画策定事業

生活バス路線利用

促進事業

（※１）

公共交通施策

市街地整備計画事業

北広島団地地区の活性化に向けて、
「住宅」「まちづくり」「公共交通」「教育」
の各施策を一体的に推進する。

住宅施策

総合戦略に基づく取組

●市街地整備計画事業

北広島団地地区における容積率を見直すことにより、団地地区への人の流れを
つくる。

現在、北広島団地地区の大部分は、容積率50％、建ぺい率40％。（一部、地区
は平成18年に容積率を60％に緩和）

平成30年度に住民アンケート調査を実施。

33%

45%

22%

容積率の緩和（50％⇒60％）について

望む 望まない どちらでもない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

緩和を望まない

緩和を望む

50歳以下 60歳以上
13
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住宅施策

総合戦略に基づく取組

●空き家流動化促進事業

空き家の解体を支援することにより、土地の有効活用・流動化を進める。
補助は、空き家解体後の土地を住宅の建設など定住促進に効果が認められるも

のが対象。
平成28年度制度創設。解体費用の2分の1を助成（平成28上限50万円→平成29

年度以降30万円）

37

17

6

10

0

解体件数（H28~H30：70件）

北広島団地地区 東部地区 西の里地区 大曲地区 西部地区

57 

13 

解体後の土地利用の状況（件数）

土地利用有 土地利用無
14

（参考）空き家の状況

15
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24
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北広島団地地区 東部地区 西の里地区 大曲地区 西部地区 合計

空き家数

H30.3 H31.3

空き家の数をH30.3とH31.4を比較すると、市全体では微増となっている。
北広島団地地区は人口減少と高齢化が進む地区であるが、空き家の戸数は増減
がない。大曲地区は減少傾向にある。

※1年間以上水道を使用していない戸建て住宅。UR住宅、道営住宅、市営住宅等を除く。

(戸数)
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住宅施策

総合戦略に基づく取組

●住み替え支援事業

子育て世代をゆとりの住環境である北広島団地地区へ、高齢者世代を利便性の
高い地区に誘導するため平成28年度に住み替え支援協議会を設置。

住み替え支援協議会は、行政、金融機関（3行）、都市再生機構、建設業者、不
動産業者（6社）が連携。住み替え支援セミナーや個別相談会等を実施している。

金融機関

都市再生機構

建設業者不動産業者

行政

官民連携

▲協議会の様子

16

住宅施策

総合戦略に基づく取組

●住み替え支援事業

17

（出所：住み替え支援
協議会会議資料）
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住宅施策

総合戦略に基づく取組

●住み替え支援事業

「住み替えたくない」が５割を超える
一方、「分からない」が約２割と一定程
度いる。

売却など各種手続きの支援や相談窓口
の設置のほか、物件やセミナーなどの情
報提供も重要度が高い。

介護や自宅の維持管理が難しくなった
時に住み替えを考える方が多い。

住宅や住み替えに関する相談体制の
充実
将来の住まいについて考えてもらう
機会の提供

18（出所：高齢期の住まい・住み替えに関するアンケート調査（H28実施））

住宅施策

総合戦略に基づく取組

●住み替え支援事業

• 協議会が主催するセミナー・相談会を平
成28年度より実施。

• セミナー参加者による不動産会社や金融
機関等への問合せが増える。

• 回を重ねるごとに参加者も増え、将来の
住まいについて考える機会として定着。

◀セミナーの様子
19
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住宅施策

総合戦略に基づく取組

●住み替え支援事業

20

平成26年度は5年振りに社会増
中古住宅（262戸）の流動化
税収効果

住宅施策

総合戦略に基づく取組

●住宅取得支援（①ファーストマイホーム支援事業②子育て世代マイホーム購入サポート事業）

①子育て世代の定住を促進するため、平成26年度より住宅取得に対して助成金を
交付。交付決定から3年間の定住を条件。（助成額50万円）

②平成30年1月から加算型（基本額30万円、加算により最大70万円）の仕組み
に移行。要件は、北広島団地地区への居住、親世代との同居又は近居、市外か
らの転入、18歳以下の子どもがいる。各10万円の加算。
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まちづくり施策

総合戦略に基づく取組

立地適正化計画策定事業

将来にわたり持続可能な都市経営を実現するために、都市機能・居住機能の集
積、公共施設の適正な配置、公的不動産の有効活用等により、コンパクトなまち
づくりに向けた取組を推進。（平成30年12月策定、平成31年4月公表）

北広島団地地区及び東部地区の一部を居住誘導
区域に、JR北広島駅周辺を都市機能誘導区域に指定。

22

JR北広島駅西口の土地利用について検討着手

市の拠点地区だが未利用また高度利用されてい
ない市有地が存在。

2023年ボールパーク開業に向けて、アクセス
拠点の整備が必要。

（出所：地図データ 北広島市立地適正化計画)

まちづくり施策

総合戦略に基づく取組

立地適正化計画策定事業

23

JR北広島駅

北広島市役所

（出所：地図データ 北広島市都市計画図)

福祉センター、夜間
急病センター
・令和元年6月にJR
北広島駅前に移転。
移転後解体
・解体後の土地利用
未定

市営西駐車場
・市営東駐車場は商業
機能と住居機能を備え
た複合施設
・西駐車場は平面利用
で駐車場としての機能
のみ

北広公園隣接地
・芸術文化ホール臨時
駐車場、各種イベント
広場として活用
・駅に近接する土地と
しての価値・優位性を
生かしていない
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まちづくり施策

総合戦略に基づく取組

北広島団地イメージアップ事業

●市内5地区の内、北広島団地地区の人口減少と少子高齢化が著しい。
●北広島団地の名称が、集合住宅群をイメージさせる。実際は、緑豊かなゆとり
ある戸建住宅が広がっている。

北広島団地地区に若い世代を呼び込み、新たな人の流れをつくるため、団地の
イメージアップに向けた取組の推進。

具体的な取り組み

北広島団地地区の愛称の設定

空き地・空き家巡りツアー

オーダーメイドツアー

さんぽまちの唄の制作

多世代交流サミットの開催
→小学生から高齢者までが世代を超えて、北広島団地

を語る。

子育て世代を対象とした街頭調査の実施
→団地のイメージに合うか、子育てしやすい地域と感

じるか、悪いイメージを受けるか。

小中学校や地元町内会への

説明

24

まちづくり施策

総合戦略に基づく取組

北広島団地イメージアップ事業（モニターツアー）

25

参加者の反応
北広島団地を知っていた？
・北広島団地地区を「知らない」方が大勢。
移住で重視すること？
・土地が広い安い、自然、公共交通、医療・福祉、子育て環境、買い物、教育環境。
北広島団地が魅力だと感じこと？
・土地が広い安い、自然豊か、札幌市に近い、街並みが整備されている、買い物便利、トリムコースが魅
力的など、概ね好印象。
満足度
・参加者全員が「満足」「ほぼ満足」と回答。
・一方、子連れに特化したプログラムや、学校授業の様子、売地を見たいとする要望も。

移住を検討する場合に
重視すること ＝ ツアー後、北広島団地で

魅力として感じたこと

北広島団地の魅力を伝えることで、

同地区に若い世代を呼び込むことは可能。
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公共交通施策

総合戦略に基づく取組

地域公共交通網形成計画策定事業（H30年度から地域公共交通網形成計画推進事業）

平成30年6月に「北広島市地域公共交通網形成計画」を策定。
計画に基づき、小中学生を対象としたモビリティマネジメント、地区間を結ぶ

路線の実証運行、バスとJRとの乗り継ぎ改善、バスに係る情報発信（ニューズレ
ターの発行）、北広島団地線の再編等を検討・実施。

26

北広島団地地区と東部地区を運行す

る市内完結路線（民間事業者）

利用者数の減少に伴う赤字額の増加

運転手不足、燃料費の高騰等

北広島団地線 路線の維持・確保に向けて

運行赤字額に対する補助制度

北広島団地線の沿線に住む住民を

対象とした利用助成券の交付

（生活バス路線利用促進事業）

●対象：北広島団地地区及び東部地区に住
む70歳以上の方

●内容：2,000円分のバス利用券の交付

公共交通施策

総合戦略に基づく取組

地域公共交通網形成計画策定事業（H30年度から地域公共交通網形成計画推進事業）

27

＜北広島団地線の再編の考え方＞（令和元年秋再編予定）
利用実態を踏まえた資源（車両、人工）の投入
投入する資源が減少しても利便性は損なわない
時間帯別に運行形態を変更（通勤・通学時間帯と日中の利用は違う）

日中時間帯は二つ（北

広島団地地区。東部・

団地方面）の循環系統

北広島団地地区は夕方

以降も循環系統

新設路線
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教育施策

総合戦略に基づく取組

小中一貫教育推進事業

教育環境の充実は子育て世代の定住や企業誘致など、まちづくりにおいて大き
な要素となる。

特色ある教育環境を推進するため、平成30年度より「小中一貫教育」を全中学
校区で導入。

28

●用途地域の変更
「住宅地における小規模店舗の誘導」、「幹線道路沿道における利便施設の誘導」等を図
り、団地地区における生活利便性の向上等に向けて、平成27年12月に緑陽通沿線等の地域を
第1種低層住宅専用地域から第2種低層住居専用地域に見直し。

●買い物不便者への取り組み
平成31年3月に「生活協同組合コープさっぽろ」と「買
い物不便者支援モデル事業に関する連携協定」を締結。
同月より、北広島団地地区のうち、駅から離れた第3住
区、第4住区において移動販売車のモデル実験を実施。

●学校跡施設利活用
北広島団地地区における児童数の減少により、平成24年
3月に地区内の4小学校が２小学校に統合。２つの小学校
施設が学校としての役割を終える。これらの跡施設につ
いて、民間活用を図るなど跡施設の利活用を推進。
・旧広葉小学校

市が複合施設として活用→広葉交流センター（いこ~よ）
・旧緑陽小学校

民間活力をいかした活用
→北広島団地地域サポートセンターともに

➡跡施設の利活用は、人口減少や少子高齢化、学校統廃合など多くの課題を抱える自治体に
新たな地域活性化の展開を生むきっかけにもなる。

北広島団地地区に係るその他の取組

29
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（参考）学校跡施設利活用

30

学校跡施設利活用計画（H24.3）

＜跡施設利活用の基本的な考え方＞
①複合的に活用②地域コミュニティの場として活用③民間活力を活かして活用④既存の校舎等を活用
＜広葉小学校＞
複合施設(子育て支援、文化振興、地域交流、学習研修・スポーツ機能、地域防災拠点）として活用を図
る。市の直営で管理。（平成30年度より指定管理導入）
＜緑陽小学校＞
地域のまちづくりへの貢献を条件に民間事業所による活用を図る。
地域交流拠点、地域防災拠点の整備を必須要件とする。

敷地・建物の無償貸与
社会福祉法人北海長正会

ともに市民スタッフの会を中
心に地域のつながりをつく
る。

ともに市民スタッフの会が運
営。収益を会の各種事業に。

ともに市民スタッフの会が企
画。地域との交流やつながり。

地域・事業者・市との継続
的地域協議。

おわりに

• 北広島市では、北広島団地地区の高齢化と人口減少が
顕著になっている。この人口減少を他の４地区で支え
ている。

• 現在、元気のある地区も将来的には、地区の高齢化や
人口減少が想定される。今、北広島団地地区を再生し
なければならない。

• 世代バランスの取れた地区に、また、生活を支えるバ
ス路線の維持、そのためには地区を限定した施策も市
民理解を得ながら進める必要がある。

• 地域が主体となった取組も重要。学校跡施設利活用で
は、法人と地域が連携したモデルとなり得る取組が進
んでいる。

31
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おわりに

• 戸建て住宅の多い北広島団地地区においては、住宅の
集約・再編は難しく、既存の形を踏まえた活性化策、
安心して住み続けられる住みよさが求められる。

• 現在、北広島団地地区の入り口となるJR北広島駅前の
土地利用について検討に着手。駅周辺のまちづくり、
そこと結ぶ公共交通の充実など利便性と魅力が高まる
取組を一体的に推進する。

• 住み替え支援など官民連携の取組、地域における住民
と事業所の連携した取組など、様々な主体と思いや方
向性を共有しながら、引き続き、団地の活性化に向け
た取り組みを進めていく。

32

ご清聴ありがとうございました

北海道北広島市
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